




公共工事分野における調達の役割と課題 
－資源循環型社会を支える視点から 

 
              研究総務官 兼総合技術政策研究センター長 寺川 陽 
 
１． はじめに 
循環型社会形成推進基本法において、循環型社会の構築に向けた対策の優先順位として、まず第
一に廃棄物の発生抑制(Reduce)、第二に廃棄物の再利用(Reuse)、第三に廃棄物の再生利用(Recycle)、
第四に熱回収を行い、最後にどうしても循環利用できない廃棄物を適正に処分することとしている。 
建設廃棄物は産業廃棄物全体の約 20%を占めており、今後住宅･社会資本の更新ニーズの高まり
に伴って増大することが予想される。一方で、さまざまな資材の投入がなされる建設事業において
は、事業に伴って発生する建設廃棄物の再利用･再生利用はもとより、他産業で発生する循環利用
が難しい廃棄物の有効利用を積極的に推進することなどを通じて、当該分野の市場形成や技術研究
開発を促し、資源循環型社会の構築に向けて先導的な役割を果たすことが期待されている。 
さて、個々に異なる現場条件の下で単品注文生産される公共工事分野において、発注者と受注者
がそれぞれの果たすべき責任をきちんと認識しつつ、品質確保・向上を図ることを目的として、公
共調達制度の改善に向けたさまざまな取り組みが進められている１）。本稿では、公共工事分野にお
ける調達が直面するさまざまな課題のうち、グリーン購入法の枠組み等に基づくグリーン調達に焦
点を当てて、資源循環型社会を支える視点から現状と課題を報告したい。 
 
２． グリーン購入法の枠組み 

2.1 グリーン購入法の概要 
 平成 12年 5月｢循環型社会形成推進基本法｣の個別法の一つとして、｢国等による環境物品等の調
達の推進に関する法律｣(以下｢｢グリーン購入法｣という)が制定され、翌 13 年 4 月より施行された。
この法律は、循環型社会の形成のためには、再生品等の供給を促進するための取り組みに加えて、
需要面からの取り組みを合わせて講じることが重要であるとの観点から、国等の公的機関が率先垂
範して環境負荷低減に資する原材料、部品、製品及び役務(以下｢環境物品等｣という)の調達を推進
するための必要事項を定めたものである。 
 グリーン購入法の概要を図 1に示す２)。国が、国および独立行政法人等における環境物品等の調
達を推進するための基本方針を定め、各省庁及び独立行政法人等は毎年この基本方針に即して作
成･公表する環境物品等の調達方針に基づいて物品等の調達を行い、実績概要を取りまとめて公表
する仕組みになっている。(第 6条~第 9条) 都道府県、市町村及び地方独立行政法人についても、
これに準じて毎年度環境物品等の調達方針を作成し、当該方針に基づいて物品等の調達を行うよう
努める旨定めている。(第 10条) また、事業者に対しては、その製造する物品等にかかる環境負荷
の把握に必要な情報を提供するように努める旨、国に対しては環境物品等に関する情報提供の状況
を整理分析した結果を提供する旨などを合わせて規定している。(第 12条~14条) 
 この法律が目的とするところの環境負荷低減は、大気中の温暖化ガス濃度の増大に起因する地球
気候変化、大気汚染、水質汚濁、生物多様性の減少及び廃棄物の増大等多岐にわたる環境へのイン
パクトをできる限り包括的に、しかもできる限り資源採取から廃棄にいたるライフサイクル全体を
対象とすべきものである点に留意が必要である。 
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2.2 基本方針と調達方針 
 グリーン購入法の主務大臣である環境大臣があらかじめ各省庁の長等と協議して作成する基本
方針には、環境物品等の調達を総合的かつ計画的に推進する観点から、背景･意義や基本的な考え
方等とともに、｢国等が重点的に調達を推進すべき環境物品等の種類(特定調達品目)｣及びその「判
断の基準」が定められている。特特定調達品目及びその判断の基準については、技術開発･普及の状
況や科学的な知見の充実等に応じて順次見直しがなされる。 
 これに基づき、各省庁等は毎年度特定調達品目ごとにその「判断の基準」を満たすものの当該年
度における調達の目標を「達成目標」として定める仕組みになっている。 
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３． 公共工事におけるグリーン調達の状況 

3.1 公共工事分野での特定調達品目の指定状況 
 公共工事は各省庁等の調達の中でも金額規模が大きく、国民経済に大きな影響を有する。したが
って、国が直轄事業において率先してグリーン調達を進めることは、地方公共団体や民間事業者の
取り組みを促す効果も大きいと考えられる。 
 公共工事における環境負荷低減は、資材や建設機械といった投入資源、これらを用いた実際の施
工プロセス及び工事の目的物自体のそれぞれの段階で図られるべきものである。そこで、公共工事
分野の特定調達品目は、平成 22年 2月現在、資材 55品目、建設機械 2品目、工法 6品目及び工
事目的物 3品目の合計 66品目が指定されている。 
 基本方針には、これらの特定調達品目それぞれについて実際に調達する物品等を選択する際の
「判断の基準」と「配慮事項」が示されている。表１は、その事例として盛土材等、コンクリート
用スラグ骨材、アスファルト混合物、混合セメント及びセメントにかかる判断の基準と配慮事項を
抜粋したものである。 
 
表 1 環境物品等の調達の推進に関する基本方針（抜粋）（平成 22年 2月 環境省） 

品目分類 品目名 判断の基準等 

盛土材等 建設汚泥から再生
した処理土 

【判断の基準】 
①建設汚泥から再生された処理土であること。 
②重金属等有害物質の含有及び溶出については、土壌汚染対策法（平成14
年5月29日法律第53号）及び土壌の汚染に係る環境基準（平成3年8月23
日環境庁告示第46号）を満たすこと。 

土工用水砕スラグ 【判断の基準】 
○天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若しくは砕石の一部又は全部を
代替して使用できる高炉水砕スラグが使用された土工用材料であるこ
と。 
【配慮事項】 
○鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できるものであること。 

銅スラグを用いた
ケーソン中詰め材 

【判断の基準】 
○ケーソン中詰め材として、天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若し
くは砕石の一部又は全部を代替して使用することができる銅スラグで
あること。 

フェロニッケルス
ラグを用いたケー
ソン中詰め材 

【判断の基準】 
○ケーソン中詰め材として、天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若し
くは砕石の一部又は全部を代替して使用することができるフェロニッ
ケルスラグであること。 

コンクリ
ート用ス
ラグ骨材 

 

 

 

 

高炉スラグ骨材 【判断の基準】 
○天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若しくは砕石の一部又は全部を
代替して使用できる高炉スラグが使用された骨材であること。 
【配慮事項】 
○鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できるものであること。 

フェロニッケルス
ラグ骨材 

【判断の基準】 
○天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若しくは砕石の一部又は全部を
代替して使用できるフェロニッケルスラグが使用された骨材であるこ
と。 

− 67 −



 

 

 

 

銅スラグ骨材 【判断の基準】 
○天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若しくは砕石の一部又は全部を
代替して使用できる銅スラグ骨材が使用された骨材であること。 

電気炉酸化スラグ
骨材 

【判断の基準】 
○天然砂（海砂、山砂）、天然砂利、砕砂若しくは砕石の一部又は全部を
代替して使用できる電気炉酸化スラグ骨材が使用された骨材であるこ
と。 
【配慮事項】 
○鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できるものであること。 

アスファ
ルト混合
物 

再生加熱アスファ
ルト混合物 

【判断の基準】 
○アスファルト・コンクリート塊から製造した骨材が含まれること。 

鉄鋼スラグ混入ア
スファルト混合物 

【判断の基準】 
○加熱アスファルト混合物の骨材として、道路用鉄鋼スラグが使用されて
いること。 
【配慮事項】 
○鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できるものであること。 

中温化アスファル
ト混合物 

【判断の基準】 
○加熱アスファルト混合物において、調整剤を添加することにより必要な
品質を確保しつつ製造時の加熱温度を30℃程度低減させて製造される
アスファルト混合物であること。 

混合セメ
ント 

高炉セメント 【判断の基準】 
○高炉セメントであって、原料に 30%を超える分量の高炉スラグが使用
されていること。 

フライアッシュセ
メント 

【判断の基準】 
○フライアッシュセメントであって、原料に10%を超える分量のフライア
ッシュが使用されていること。 

セメント エコセメント 【判断の基準】 
○都市ごみ焼却灰等を主原料とするセメントであって、製品1トンにつき
これらの廃棄物が乾燥ベースで500kg以上使用されていること。 

 
 なお、国土技術政策総合研究所では、現場実務担当者（監督職員及び工事請負者）が特定調達品
目を調達する際に必要な情報をわかりやすく取りまとめた「特定調達品目調達ガイドライン（案）」
を作成し、ホームページ上で公開している３)。 
 

3.2 調達目標と達成状況 
公共工事の目的とする工作物については、長期にわたって安全性や機能を確保する観点から、事
業ごとの特性をふまえ、所所要の強度や耐久性の確保が大前提である。又、公共工事のコストについ
ては、公共予算の適正な使用の観点からコスト縮減の取り組みが進められてきており、環環境負荷低
減特性と同時に経済性にも十分留意すべきであるのは言うまでもない。 
こうした点にかんがみ、国土交通省では直轄の公共工事における実際の調達に際して、毎年「調
達方針」を策定し、個々の現場に固有の施工条件に応じた資材等使用形態の違いや調達可能な地域
や数量に制約があること等も考慮に入れた「調達目標」を設定している。 
例えば、高炉セメントの場合には、供給状況に地域差があることに留意し、早期強度の発現を必
要としない構造物に限って調達を推進することとしている。つまり、置き換えの対象となる通常品
は、普通ポルトランドセメントや高炉セメントのうち「判断の基準」を満たさないもの（高炉スラ
グの含有率が 30%以下等）であり、要求性能の異なる超速硬セメントの使用が必要な場合には置き
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換え対象とはならない。 
表 1に例示した公共工事分野の個別調達品目について、平成 22年度の調達方針及び調達目標は
表 2の通りである。 
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品目分類 品目名 調達方針 調達目標 

盛土材等 建設汚泥から
再生した処理
土 

｢建設汚泥処理土利用技術基準｣(国官技第50号、国官
総第137号、国営計第41号、平成18年6月12日)及び｢建
設汚泥の再生利用に関するガイドライン｣(国官技第
46号、国官総第128号、国営計第36号、国総事第19
号、平成18年6月12日)に基づき、再資源化施設への
距離、建設発生土の工事間利用、再生材の発生状況
などを留意しつつ、埋戻し材、盛土材、裏込め材等
において、その使用を推進する。 

調達を実施する品目に
ついては、調達目標は
40%とする。 

土工用水砕ス
ラグ 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、埋戻
し材、盛土材、裏埋め材、埋立材、覆土材等におい
て、その使用を推進する。なお、鉄鋼スラグの製造
元及び販売元を把握できるものを調達する。 

銅スラグを用
いたケーソン
中詰め材 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、港湾
工事におけるケーソンの中詰め材において、その使
用を推進する。 

フェロニッケ
ルスラグを用
いたケーソン
中詰め材 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、港湾
工事におけるケーソンの中詰め材において、その使
用を推進する。 

コンクリー
ト用スラグ
骨材 

高炉スラグ骨
材 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、沿岸
部におけるコンクリート構造物及び消波ブロック等
のコンクリート製品において、その使用を推進する。
なお、鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把握できる
ものを調達する。 

調達を実施する品目に
ついては、調達目標は
70%とする。 

 

フェロニッケ
ルスラグ骨材

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、コン
クリート単位体積重量が増加する特徴を考慮し、重
力式擁壁などのコンクリート構造物で、その使用を
推進する。 

銅スラグ骨材 供給状況に地域格差があることに留意しつつ、コン
クリート単位体積重量が増加する特徴を考慮し、重
力式擁壁などのコンクリート構造物で、その使用を
推進する。 

電気炉酸化ス
ラグ骨材 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、コン
クリート単位体積重量が増加する特徴を考慮し、重
力式擁壁などのコンクリート構造物でその使用を推
進する。なお、鉄鋼スラグの製造元及び販売元を把
握できるものを調達する。 

アスファル
ト混合物 

再生加熱アス
ファルト混合
物 

再資源化施設への距離、再生材の発生状況などに留
意しつつ、重交通ではない道路や空港におけるアス
ファルト舗装の基層表層材料として、その使用を推
進する。 

調達を実施する品目に
ついては、調達目標は
100%とする。 
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鉄鋼スラグ混
入アスファル
ト混合物 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、その
使用を推進する。なお、鉄鋼スラグの製造元及び販
売元を把握できるものを調達する。 

中温化アスフ
ァルト混合物

再生骨材を使用できない場合において、アスファル
ト舗装の表層・基層および加熱アスファルト安定処
理路盤材料として、その使用を推進する。また、ポ
ーラスアスファルトには使用しない。 

 

－ 

混合セメント 高炉セメント 供給状況に地域格差があることに留意しつつ、河川
工事における護岸基礎、道路工事における橋梁下部
工、港湾工事や海岸工事における消波ブロック、空
港工事における舗装など、早期強度を必要としない
場合に、その使用を推進する。 

調達を実施する品目に
ついては、調達目標は
100%とする。 

フライアッシ
ュセメント 

供給状況に地域格差があることに留意しつつ、ダム
本体工などのマスコンクリートで、早期強度を必要
としない場合に、その使用を推進する。 

セメント エコセメント 供給状況に地域格差があることに留意しつつ、側溝
などの高強度を必要としないコンクリート構造物及
びコンクリート製品において、その使用を推進する。

 

－ 

 
次頁の表３は、国土交通省の平成 20 年度直轄工事における個別調達品目ごとの調達数量及び目
標値に対する達成状況を一覧表の形に整理したものである。また表４は各品目ごとの調達実績（特
定調達品目を採用した割合）の経年的な推移を整理したものだが、ググリーン購入法施行後 8年間で
公共工事分野のグリーン調達が着実に進んできているのが見てとれる。 
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3.3 建設副産物の発生・再資源化の動向 
国土交通省が建設副産物対策の具体的な政策立案に必要な排出量や再資源化等に関する実

態を把握するために、全国の建設工事(公共土木工事、民間土木工事、建築工事(新築・増改築
工事、解体工事、修繕工事))を対象として実施してきている｢建設副産物実態調査｣によれば、
平成 20年度の建設副産物総量 6,380万トンのうち、コンクリート塊(49%)、アスファルトコン
クリート塊(31%)、建設汚泥(7%)、建設発生木材(7%)及び建設混合廃棄物(4%)の合計で全体の
98%を占めている。このうち 5,841万トンが再資源化されており、品目別の再資源化率の推移
は図 2に示すとおりである４）。これを見ると、いずれの品目についても着実な再資源化率の向
上が図られて最終処分量が減少してきており、トップ 2のコンクリート塊とアスファルトコン
クリート塊についてはほぼ全量が再資源化されていることがわかる。また、混合廃棄物につい
ても、建設現場における分別が進んで排出量が大幅に減ってきているが、円滑なリサイクルの
観点から、引き続き一層の分別推進に努める必要があると言えよう。 

 

        u 2.1 ���£@N�aÛ���aFyÅ1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 (�����) 
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４． 公共工事におけるグリーン調達推進の課題５）６）７） 
4.1 公共工事調達の各段階における取り組みの必要性 
特定調達品目の利用を促進するに当たって、調達プロセスのどの段階での検討が必要とされるか
は、品目によって異なる。（図 3）利用する資材の特性によっては、調達プロセスの川上に位置する
設計段階で検討しておかないと、後の段階では大きな手戻りを生じるため、実際上活用できなくな
ってしまうケースがある。例えば、高炉スラグ骨材のように、通常品より単位体積重量が小さい場
合や、逆に銅スラグやフェロニッケルスラグを用いたケーソン中詰め材及び電気炉酸化スラグ骨材
等のように単位体積重量が大きい場合には、特定調達品目の利用によって最終的な構造物の形状に
も響く場合がある。こうした場合には、環境負荷軽減と同時に設計の合理化によるコスト縮減が期
待できるケースもあれば、あるいはその逆のケースもありうるので、留意が必要である。 

 
    u 3.1 ¢�xÃN�F¢ÝR��«�¤�PÞ	­èéxÃ$�|¥�® 
 
詳細設計が不要で供給可能地域に制限がなく、資材の市場価格情報が容易に入手可能である場合
には、積算段階での活用検討が妥当である。例えば、バーク堆肥や下水汚泥コンポスト、下塗り用
塗料（重防食）、低揮発性有機溶剤型の路面表示用水性塗料などはこの部類に当てはまる。 
一方で、施工時の現場での判断にゆだねるべきケースもある。例えば、土工用水砕スラグ等は、
建設発生土との比較検討が必要であるため、設計、積算段階で優先的に採用を決めることはできな
い。すなわち、実施工時に発生土の入手が困難である、もしくは現場近隣に製鉄所があって材料の
安定的な供給が可能であるような場合には、契約条件変更によって調達することが望ましい。また、
再生材料を用いた舗装用ブロック類は、通常品と比較して性能面での遜色はないものの、供給可能
地域や市場価格情報を入手しにくいため、積算段階で選定しづらいものの、施工時の条件如何によ
っては、利用が望ましいということになる。 
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グリーン調達を積極的に推進する上で、特に設計段階での（活用可否の）検討が必要なものにつ
いては、設計担当者が十分な認識を持つことが肝要である。このため、国土交通省では、設計業務
の特記仕様書において、「グリーン購入法に基づき、物品使用の検討にあたっては、環境への負荷
が少ない環境物品等の採用を推進するものとする」と記載し、設計段階からの検討を促す取り組み
を実施している。今後、特定調達品目の効果的な活用事例等についての事例集を整備することなど
を通じて優良事例情報を全国的に共有し、グリーン調達の一層の促進に寄与することが期待される
ところである。 
 

4.2 環境性能の確認 
グリーン調達を推進する上でのネックのひとつとして、個々の製品が特定調達品目の「判断の基
準」を満たす製品なのかどうかを確認するプロセスにおいて、受発注者双方の担当者に大きな負荷
がかかることがあげられる。これは、グリーン購入法に基づく基本方針に盛り込まれた特定調達品
目の判断基準は（当然のことながら）個別製品名が列挙されたものではなく、例えば「エコセメン
ト：都市ごみ焼却灰等を主原料とするセメントであって、製品 1トンに付きこれらの廃棄物が乾燥
重量で 500ｋｇ以上使用されていること」と言った記述があるだけで、個々の製品がこの基準を満
たすかどうかの「確認」作業は発注担当者に委ねられていることによるものである。 
各品目の環境性能を確認する手法としては、（１）ＪＩＳ，ＪＡＳ等の公的基準、（２）エコマー
クなどの第三者機関認証 （３）業界基準、（４）個別証明 が考えられる。しかしながら、各品
目の「判断の基準」に該当する部分が（１）－（３）にどのように記載されているかが整理されて
いないことから、これらの確認手法を容易に利用できず、結果的に手間のかかる個別証明によらざ
るを得ないケースも多く、発注者サイドのみならず受注者サイドにも多大な負荷がかかるケースも
しばしば見受けられる。 
今後、ググリーン調達の円滑な実施をサポートする観点から、各調達品目ごとに環境性能を確認す
る手法を整理して、調達ガイドラインの充実を図ることと合わせて、現状では個別証明によらざる
を得ないものについても、できるだけ業界基準の作成を促す等の働きかけが必要といえよう。 
 

4.3 製品のライフサイクルを通じた環境負荷の考慮（ＬＣＡ） 
環境物品等の選定、調達にあたって、ひとつの重要な視点は、その製品の原料調達から製造、輸
送、使用、廃棄･リサイクルに至るまで一連のプロセスを通じた環境負荷を考慮すべきだという点
である。いくら原材料が廃棄物の再利用であったとしても、その製造プロセスに大きなエネルギー
（及びそれに伴うＣＯ２排出）を伴うのであれば、結局バージン材を使ったほうがトータルな環境
負荷は小さいということもあり得る。また、製造プロセスにおけるエネルギー（ＣＯ２排出量）が
多少大きくても、従来品と比べて十分長持ちする材料であれば、長い目で見れば補修や交換が少な
いことにより、トータルの環境負荷は小さくて済み、その採用は合理性を有する。目先のリサイク
ル推進と言うことだけに目を奪われると、大局的な判断を誤ることにもなりかねないのである。そ
こで、こうした判断を合理的に行うための手段が、製品の寿命全体（ライフサイクル）にわたる環
境負荷の評価（アセスメント）、すなわちラライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）である。環境負
荷を、地球気候変化の原因となるＣＯ２排出量に特に着目した場合には、ＬＣＣＯ２と呼んでいる。 
国土技術政策総合研究所環境研究部では、総合技術開発プロジェクト「社会資本のライフサイク
ルをとおした環境評価技術の開発」（平成 20－22年）の一環として、産学官の連携の下で、建設資
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材の環境負荷原単位を、原材料採取から製造、廃棄まで網羅的に把握・整理したインベントリーデ
ータベースの作成に取り組んでいる８）９）。具体的には、（1）建設資材部分に着目して細分化した産
業連関表によって、ある特定の資材の製造に投入される原材料をたどっていくことで、ライフサイ
クル全体でのＣＯ２排出量や天然資源投入量を見積もる方法と（2）対象とする資材の製造において
各プロセスで発生するＣＯ２排出量を積み上げて原単位を算出する方法の二つを突き合わせること
によって、社会資本整備分野でのＬＣＡに利用可能な、整合性の取れた標準的なツールを提供する
ことを目指した取り組みである。（図 4及び図 5） 
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産学官連携した研究体制によるＬＣＡ総プロの推進

環境負荷原単位作成手法の検討フロー



建設資材分野を網羅的、一覧的にカバーした環境負荷のデータベースを一定の精度で整備し、適
宜更新する仕組みが整備できれば、特定環境物品の選定、調達に際して、例えば、資材価格と環境
負荷を総合的に評価する場合の有力な指標として活用することが可能となる。 
 

4.4 地方公共団体における取り組みの推進 
公共工事分野でのグリーン調達を進めていくためには、国土交通省の直轄工事はもとより、地方
公共団体における取り組みの推進も重要である。 
国土交通省が平成 17年 3月に、全国 47都道府県及び 13政令指定都市の環境担当部局または調
達担当部局を対象として、公共工事分野におけるグリーン調達の実施状況について調査した結果
（郵送配布・回収、回答自治体 53、回収率 88%）によれば、46自治体（87%）が「全庁で組織的
に取り組んでいる」とのことであった。「全庁ではないが組織的に取り組んでいる」（5.7%）と「組
織的ではないが担当者レベルで配慮している」（5.7%）を加えると、回答のあった自治体のほとん
どすべてで何らかの取り組みがなされている。47（89%）の自治体で「調達方針」の策定がなされ
ており、そのうち 16 が「国が定めている基本方針をそのまま引用して策定」、27 が「国で定めて
いる基本方針を参考に策定」としており、国の取り組みが先導的な役割を果たしているのが見てと
れる。また、ホタテ貝殻を用いた堆肥材（青森県）や間伐材合板型枠（京都府）など、地域の特性
をふまえた対象品目の選定や、愛知県や石川県のように県独自の評価・認定制度の適合品であるこ
とを判断の基準に取り入れるなど、独自の工夫に努めているケースも散見される。 
一方で、公共工事のグリーン調達を阻害する要因についての問い（複数回答可）では、「グリー
ン調達に関する情報がない、または少ない」が 29件（55%）、次いで「価格が高い」（28件（53%））、
「種類・メーカーが少なく公平な購入ができない」（25件（47%））、「対象となる製品の基準が明確
でない」（21 件（40%））、「担当者のグリーン調達に対する意識が低い」（20 件（38%））などの回
答が上位を占めている。こうした諸課題に対処し、地方公共団体を含めた公共工事全体でのグリー
ン調達の円滑な推進を図るためには、3.1 で紹介したガイドラインの内容充実や環境負荷低減に寄
与する新しい技術や製品の技術情報共有の仕組み(例えば国土交通省が整備している新技術情報提
供システム(ＮＥＴＩＳ)１０))の普及・充実を図ることなどにより、調調達担当者の負荷をできるだけ
軽減することとともに、各自治体の創意工夫を活かしたきめ細かな取り組みを後押しすることによ
って、担当者の主体的な取り組みを促すことが鍵になるであろう。また、調達価格については、特
定調達品目と通常品の市場価格を比較した結果、実際にはほとんどの場合に特定調達品目の方が安
いかもしくは同等であったという調査結果もあり、今後コスト情報も含めたきめ細かな調達情報を
提供する仕組みの充実が求められるところである。 
 
５． まとめ 
以上、公共工事分野における環境負荷低減に寄与する物品等の調達、いわゆるグリーン調達につ

いて現状と課題を整理して報告した。報告のポイントは以下の 4点にまとめられる。 
１） 平成 13年 4月のグリーン購入法施行後 8年間で、公共工事分野におけるグリーン調達は

着実に進捗している。 
２） 調達品目の特性によっては、調達プロセスの川上に位置する設計段階での(活用可否の)検

討が不可欠である。そうした検討を円滑に進めるために、検討に必要な情報をわかりやす
く整理した調達ガイドラインの充実や優良事例情報を全国的に共有する仕組みが必要で
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ある。 
３） 環境物品等の選定・調達にあたって、その製品の原料の調達から製造、輸送、使用、廃棄・

リサイクルに至る一連のプロセスを通じた環境負荷を考慮すること、いわゆるライフサイ
クルアセスメント(ＬＣＡ)が重要である。そのため、現在国総研環境研究部が中心になっ
て取り組んでいるＬＣＡ総プロの成果が待たれる。 

４） 国土交通省の直轄工事はもとより、地方公共団体の実施する工事におけるグリーン調達を
推進するためには、調達担当者の負荷をできるだけ軽減するための情報提供支援と合わせ
て、地域の特性を活かしたきめ細かな取り組みを後押しすることが望まれる。 

当然のことだが、公共工事分野におけるグリーン調達を推進するためには、発注者サイドの担当
者とともに受注者たる建設関連企業サイドの担当者の十分な問題認識が不可欠である。そのための
活動事例として、例えば(社)日本建設業団体連合会、(社)日本土木工業協会及び(社)建築業協会は、
三者連携して、会員企業の(グリーン調達を含む)環境に対する取り組みを支援する目的で、｢建設業
の環境自主行動計画｣１１）を策定しており、1996年 11月に第１版を策定して以降、順次内容の充実
を図ってきている。また、建設副産物リサイクル広報推進会議１２）は、建設副産物リサイクルの視
点から、関連機関が一体となって普及啓発を目的とした諸活動を実施しており、受発注者横断した
形で関連情報を共有する場として機能を発揮している。 

昨今の厳しい経済状況のもと、深刻なデフレギャップを埋めるための景気対策や雇用対策といっ
た視点で公共事業の効果(フロー効果)が論じられることが多い。これは、勿論公共投資の有する重
要な側面のひとつであることは間違いないが、同時に、というよりまず第一に強調されるべきこと
は、安全、快適で活力に満ちた国民生活を支える基盤として時代の要請に応える良質な社会資本を、
いわば国や地域の大切な財産として形成し維持していくこと(ストック効果)の意義、重要性である。
そして、ここでもうひとつ、本稿で述べたように、社会資本整備事業は、老朽化した構造物を解体
し、再資源化して、新たなニーズに応えるための工事に投入してよみがえらせる、あるいは建設事
業以外で発生する(当該分野の中では)循環利用の難しい廃棄物をたくみに資源として有効活用する、
いわば資源循環の機能を有していることに着目したい。 
さまざまな資材の投入が大規模になされる建設事業は、それに伴う環境負荷をできるだけ軽減す

るために努める責務を有しているとともに、一方で社会全体における円滑な資源循環を進める上で
の、いわば主力エンジンの役目を担っているといってよいだろう。そして、多くの技術研究開発の
努力が、そのエンジンの機能をよりよいものにするために注がれている１３）。また、これら技術開
発成果は、日本国内にとどまらず、東アジア圏をはじめとする諸外国への技術移転を通じて、循環
型社会の構築を国際的に推進するのにも大いに貢献することが期待されている１４）。社会資本整備
事業の真ん中を支えているのが、多くの｢人｣の知恵と工夫と汗であるのは、いつの時代も変わらな
い。 
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